表１　特定開発行為の許可を受けなければならない制限用途










政令で定める事項　　　　　　　　具体例


非自己用住宅　　　　　　　　　分譲住宅、賃貸住宅、社宅、学生下宿等


　　老人福祉施設（老人介護　　　老人デイサービスセンター、老人短期入所施設、


社　支援センターを除く）　　　養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人


　　有料老人ホーム　　　　　　ホーム、老人福祉センター、有料老人ホーム


　　身体障害者更生援護施設　　　身体障害者更生施設、身体障害者療護施設、身


　　　　　　　　　　　　　　　体障害者福祉ホーム、身体障害者授産施設、身体


会　　　　　　　　　　　　　　障害者福祉センター、補装具製作施設、盲導犬訓


　　　　　　　　　　　　　　　練施設、視聴覚障害者情報提供施設


　　知的障害者援護施設　　　　　知的障害者デイサービスセンター、知的障害者


　　　　　　　　　　　　　　　更生施設、知的障害者授産施設、知的障害者通勤


福　　　　　　　　　　　　　　寮、知的障害者福祉ホーム


　　精神障害者社会復帰施設　　　精神障害者生活訓練施設、精神障害者授産施設、


　　　　　　　　　　　　　　　精神障害者福祉ホーム、精神障害者福祉工場、精


　　　　　　　　　　　　　　　神障害者地域生活支援センター


祉　保護施設（医療保護施設、　　救護施設、更生施設、授産施設


　　宿所提供施設を除く）


　　児童福祉施設（児童自立　　　助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、


　　支援施設を除く）　　　　　児童養護施設、知的障害児施設、知的障害児通園


施　　　　　　　　　　　　　　施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設、重症


　　　　　　　　　　　　　　　心身障害児施設、情緒障害児短期治療施設、児童


　　　　　　　　　　　　　　　家庭支援センター


　　母子福祉施設　　　　　　　　母子休養ホーム、母子福祉センター


設　母子健康センター　　　　　　母子健康センター


　　その他これらに類する施設　　介護老人福祉施設、児童相談所に設置される一　


　　　　　　　　　　　　　　　時保護施設、市町村長が適当と認める施設、厚生


　　　　　　　　　　　　　　　労働省令で定める施設


　　学校　　　　　　　　　　　　盲学校、聾学校、養護学校、幼稚園


　　医療施設　　　　　　　　　　病院、診療所、助産所


　　　　　　　　　　　　　　　但し、医療保護施設（薬局を除く）、介護老人保健


　　　　　　　　　　　　　　　施設、介護療養型医療施設を含む。
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